
議 会 運 営 委 員 会 

令和 3年 2月 17日（水） 

午前 10時～ 

開議   時   分 

閉議   時   分 

全員協議会室 

 

出 席 者 

〔委 員〕笹田委員長、川上副委員長、三浦委員、沖田委員、柳楽委員、飛野委員、 
岡本委員、芦谷委員、道下委員、澁谷委員、牛尾委員 

〔議長団〕川神議長、佐々木副議長 
〔委員外議員〕西川議員、西村議員 

〔執行部〕坂田総務部長、佐々木総務課長、河内財政課長、猪狩総務管理係長 

〔事務局〕古森局長、下間次長、近重書記 

 

議 題 

1  令和 3年 3月浜田市議会定例会議について 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 6弾】（案）について 

資料 1-1 

 ⑵ 令和3年3月浜田市議会定例会議の付議事件等及び付託案について 資料 1-2、1-3 

  ・請願文書表（案） 資料 1-4 

 ⑶ 令和 3年 3月浜田市議会定例会議の会議予定について 資料 1-5 

 ⑷ 予算決算委員会の流れ及び発言通告書について 資料 1-6 

 ⑸ その他 

 

2  令和 3年 3月浜田市議会定例会議 陳情書の取扱について 資料 2 

 ⑴ 陳情付託先案について 

 

3  自由討議の検討について 

 ⑴ 提出された意見等について 資料 3 

 

4  予算決算委員会の在り方について 

 ⑴ 提出された意見等について 資料 4 

 

5  その他  

 ⑴ 3月 17日全員協議会での各種委員会等の開催状況報告について 資料 5 

   【対象】ア 浜田市江津市旧有福村有財産共同管理組合 

       イ 浜田地区広域行政組合 

       ウ 浜田市都市計画審議会 

       エ 浜田市土地開発公社 

 ⑵ その他 
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新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 6弾】（案）について 

 

このたび、新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 6弾】（案）を取りまとめました。 

支援策【第 6弾】は、全て市独自事業で 10事業、総事業費は 3億 5,678万円。財源は、財政調整基金や地

方創生臨時交付金などを活用します。 

今回の支援策【第 6 弾】によって、市独自支援策の総事業費は、第 1 弾～第 5 弾と合わせて、合計 44億

1,174万円（既存予算対応分を除く）となります。 

今後、3月市議会定例会議に諮り、議決を得た上で、出来るものから順次、実施する予定です。 

 

                                  令和 3年 2月 17日  

浜田市長 久保田 章市 

 

 

令和 3 年 2 月 17 日 

議会運営委員会資料 

市 長 公 室 
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１ 市の独自支援策（国・県補助分を含む） 

〇事業費 3億 5,678万円 

（財源内訳 国県補助・臨時交付金 1,937万円、ふるさと寄附 503万円、財政調整基金 3億 2,915万円、 

その他既存予算対応 323万円） ※今後必要に応じて、他の財源へ振替を検討 
 

区分 No 事業内容等 事業費 担当課 

 
 
 
 
 

 

１ 

個
人
向
け 

1-1 

新型コロナウイルス感染者及び濃厚接触者の買い物代行支援 

 新型コロナウイルス感染者の自宅待機期間中や、濃厚接触者の外出自粛要請期間

中の買い物代行利用料（1回 1,000円・週 2回を 2週間まで。最大 4回の利用で上

限 4,000円）を補助。 

140万円 健康医療対策課 

1-2 

生活困窮者への食品等支援 

 コロナ禍において、生活困窮に陥り、浜田市社会福祉協議会が実施する生活困窮

者自立支援相談を利用した方に対し、食品等を配付。 

62万円 

（内、23万円は 

既存予算対応） 

地域福祉課 

 
 

２ 

事
業
者
向
け 

 

2-1 

中小企業者等特別応援給付金 

 令和 2年 11月から令和 3年 5月までのいずれかの月の売上高が、前年又は前々

年同月比で 20％以上減少した中小企業者等に対し、売上減少率に応じて給付金を

支給（法人：60万円又は 40万円、個人事業主：30万円又は 20万円）。 

3億 2,000万円 商工労働課 

2-2 

事業所新規採用者等検査費用補助 

 事業所が県外からの採用者・転勤者（共に同居親族含む）に対して実施するＰＣ

Ｒ検査費用を補助（1事業所上限 75,000円）。 

※ 検査実施期間：令和 3年 3月 17日～4月 30日 

75万円 定住関係人口推進課 

３ 

教
育
関
連 

3-1 

高等教育機関新入生検査費用補助 

 島根県立大学などの高等教育機関が新入生に対して実施するＰＣＲ検査費用を

補助（1人上限 7,500円）。 

300万円 まちづくり推進課 
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3-2 

小中学校保健衛生用品等購入 

 新型コロナウイルス感染症対策を強化するために必要な小中学校の保健衛生用

品等を購入。 

※ 国 1/2補助〔国 1,060万円、市 1,060万円〕 

2,120万円 学校教育課 

４ 

そ
の
他 

4-1 
国保診療所感染症対策 

 国保診療所内の感染症対策として、施設改修等により、発熱外来の整備等を行う。 

300万円 

（既存予算対応） 
健康医療対策課 

4-2 

庁舎内スタンド式非接触型体温計配備 

市民に対する健康管理の意識づけや、感染拡大防止のため、庁舎内（本庁、各支

所ほか）にスタンド式非接触型体温計を配備。 

308万円 健康医療対策課 

4-3 

事業者相談窓口延長 

事業者向けの国・県・市の支援制度に関する相談窓口を令和 3年 9月末まで延長

し、専任職員を配置。 

283万円 商工労働課 

4-4 

社会教育施設等水道蛇口交換 

文化施設、スポーツ施設、公民館（まちづくりセンター）の水道蛇口をレバー方

式に交換。 

90万円 

まちづくり推進課 

生涯学習課 

文化振興課 
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令和 3 年 3 月浜田市議会定例会議 付議事件 

 

議案等（41 件） 

〔条例関係 20 件、公有水面の埋立て 1 件、市道路線の認定 1 件、 

過疎計画の変更 1 件、補正予算 7 件、当初予算 10 件、同意 1 件〕 

議案第 5 号 浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第 6 号 浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例について 

議案第 7 号 浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例について 

議案第 8 号 浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正

する条例について 

議案第 9 号 浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第 10 号 浜田市高速情報通信基盤整備基金条例の制定について 

議案第 11 号 浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例の制定について 

議案第 12 号 浜田市農業振興基金条例を廃止する条例について 

議案第 13 号 浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する条例につい

て 

議案第 14 号 浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止す

る条例について 

議案第 15 号 浜田市浜田城資料館条例の制定について 

議案第 16 号 浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例につい

て 

議案第 17 号 浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の基準に関す

る条例の制定について 

議案第 18 号 浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 19 号 浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例について 

議案第 20 号 浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 21 号 浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事業受益者分

担金徴収条例の一部を改正する条例について 

議案第 22 号 浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改

正する条例について 

議案第 23 号 浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例について 
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議案第 24 号 浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第 25 号 公有水面の埋立てについて（浜田漁港区域内） 

議案第 26 号 市道路線の認定について（三隅 171 号線） 

議案第 27 号 浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

議案第 28 号 令和 2 年度浜田市一般会計補正予算（第 11 号） 

議案第 29 号 令和 2 年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算（第 4 号） 

議案第 30 号 令和 2 年度浜田市駐車場事業特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 31 号 令和 2 年度浜田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

2 号） 

議案第 32 号 令和 2 年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 3

号） 

議案第 33 号 令和 2 年度浜田市水道事業会計補正予算（第 2 号） 

議案第 34 号 令和 2 年度浜田市公共下水道事業会計補正予算（第 2 号） 

議案第 35 号 令和 3 年度浜田市一般会計予算 

議案第 36 号 令和 3 年度浜田市国民健康保険特別会計予算 

議案第 37 号 令和 3 年度浜田市駐車場事業特別会計予算 

議案第 38 号 令和 3 年度浜田市農業集落排水事業特別会計予算 

議案第 39 号 令和 3 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計予算 

議案第 40 号 令和 3 年度浜田市生活排水処理事業特別会計予算 

議案第 41 号 令和 3 年度浜田市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第 42 号 令和 3 年度浜田市水道事業会計予算 

議案第 43 号 令和 3 年度浜田市工業用水道事業会計予算 

議案第 44 号 令和 3 年度浜田市公共下水道事業会計予算 

同意第 1 号 人権擁護委員候補者の推薦について 

 

報告（1 件） 

報告第 1 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 
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令和3年3月浜田市議会定例会議 付託先一覧（案） 

 

【市長提出議案の付託件数内訳】 

総務文教委員会 10件、福祉環境委員会  5件、産業建設委員会  8件、 

予算決算委員会 17件 

 ※即決…1件 

市長提出議案等（議案41件） 

議案等番号 件 名 付託先等 

議案第 5号 浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する

条例について 
総務文教委員会 

議案第 6号 浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例

について 
〃 

議案第 7号 浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例

について 
〃 

議案第 8号 浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の

一部を改正する条例について 
福祉環境委員会 

議案第 9号 浜田市手数料条例の一部を改正する条例につい

て 
産業建設委員会 

議案第 1 0号 浜田市高速情報通信基盤整備基金条例の制定に

ついて 
総務文教委員会 

議案第 1 1号 浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例の制定

について 
〃 

議案第 1 2号 浜田市農業振興基金条例を廃止する条例につい

て 
産業建設委員会 

議案第 1 3号 浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する

条例について 

委員会付託省略 

3月3日即決 

議案第 1 4号 浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条

例を廃止する条例について 
総務文教委員会 

議案第 1 5号 浜田市浜田城資料館条例の制定について 〃 

議案第 1 6号 浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する

条例について 
福祉環境委員会 

議案第 1 7号 浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の

基準に関する条例の制定について 
〃 

議案第 1 8号 浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例

について 
〃 

議案第 1 9号 浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例に

ついて 
産業建設委員会 

議案第 2 0号 浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例につ

いて 
〃 

議案第 2 1号 浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事

業受益者分担金徴収条例の一部を改正する条例

について 

福祉環境委員会 

議案第 2 2号 浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例

の一部を改正する条例について 
産業建設委員会 
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議案等番号 件 名 付託先等 

議案第 2 3号 浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例

について 
〃 

議案第 2 4号 浜田市火災予防条例の一部を改正する条例につ

いて 
総務文教委員会 

議案第 2 5号 公有水面の埋立てについて（浜田漁港区域内） 産業建設委員会 

議案第 2 6号 市道路線の認定について（三隅171号線） 〃 

議案第 2 7号 浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 総務文教委員会 

議案第 2 8号 令和2年度浜田市一般会計補正予算（第11号） 予算決算委員会 

議案第 2 9号 
令和2年度浜田市国民健康保険特別会計補正予

算（第4号） 
〃 

議案第 3 0号 
令和2年度浜田市駐車場事業特別会計補正予算

（第2号） 
〃 

議案第 3 1号 
令和2年度浜田市農業集落排水事業特別会計補

正予算（第2号） 
〃 

議案第 3 2号 
令和2年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正

予算（第3号） 
〃 

議案第 3 3号 
令和2年度浜田市水道事業会計補正予算（第2

号） 
〃 

議案第 3 4号 
令和2年度浜田市公共下水道事業会計補正予算

（第2号） 
〃 

議案第 3 5号 令和3年度浜田市一般会計予算 〃 

議案第 3 6号 令和3年度浜田市国民健康保険特別会計予算 〃 

議案第 3 7号 令和3年度浜田市駐車場事業特別会計予算 〃 

議案第 3 8号 令和3年度浜田市農業集落排水事業特別会計予算 〃 

議案第 3 9号 令和3年度浜田市漁業集落排水事業特別会計予算 〃 

議案第 4 0号 令和3年度浜田市生活排水処理事業特別会計予算 〃 

議案第 4 1号 令和3年度浜田市後期高齢者医療特別会計予算 〃 

議案第 4 2号 令和3年度浜田市水道事業会計予算 〃 

議案第 4 3号 令和3年度浜田市工業用水道事業会計予算 〃 

議案第 4 4号 令和3年度浜田市公共下水道事業会計予算 〃 

同意第 1号 人権擁護委員候補者の推薦について 総務文教委員会 

 

請願（2件） 

議案等番号 件 名 意見陳述 付託先等 

請願第20号 波佐診療所の移転拡充に関する請願

について 
あり 福祉環境委員会 

請願第21号 最低賃金の改善と中小企業支援の拡

充を求める意見書の提出について 
なし 産業建設委員会 

 

市長報告事件（1件） 

報 告 第 1 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 
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令和3年 3月浜田市議会定例会議   

請 願 文 書 表(案) 
 

受理

番号 
件   名 請 願 者 紹介議員 

受理 

年月日 

20 
波佐診療所の移転拡充
に関する請願について 

波佐自治会 

会長 三浦 兼浩 

浜田市金城町波佐イ441-1 

小国自治振興会 

会長 槇田 米利 

浜田市金城町小国イ165-1 

永見 利久 

川上 幾雄 
R3.2.4 

付託委員会 審査経過（委員会） 審査経過（本会議） 
結果 

年月日 

福祉環境委員会    

1  請願の要旨 

新型コロナウイルス感染症対策の為に改善(診療室の増加、感染予防に必要な動線確保等)が

必要となった現在の波佐診療所に代わる医療介護施設として「波佐さんあいホーム」を整備し

てください。 

2  請願の理由 

平素より、波佐 小国地域医療の確保と充実に向けた活動に心から敬意を表します。令和元年

12 月、診療所医師の退職に伴う診療体制の変更が公表され、波佐診療所小国出張所の診療日が

縮小されました。。また、令和2年 1月には、浜田市金城高齢者生活福祉センター(さんあいホ

ーム)のデイサービスを廃止することが利用者に通知され、距離や気象等の地理的条件が不利な

波佐.小国地域では、民間事業者の代替も厳しいこと、また、地域の医療や介護の環境がどんど

ん縮小される状況に不安や不満が広がり、地元自治会が中心となって、地域の医療や介護等 

を考え実践する「波佐小国地域医療等課題検討協議会」を令和2年 2月に立ち上げ活動を行っ

ております。この協議会は、医療介護の課題解決に向けて、波佐診療所や浜田市の関係部署を

交え、情報収集や意見交換を行い、地域住民の生活実態の聞き取り調査などを行いながら課題

の解決策を模索しております。情報収集の中で表面化した移動手段の確保対策では、協議会を

構成する地元自治(振興)会が主体となって、買い物タクシーの運行や無償ボランティア輸送の

試験運行を開始しております。こうした中、新型コロナウイルス感染症対策が波佐診療所でも

始まり、身近に受診できる環境には大変感謝しておりますが、診察室が限られ、これまで受け

ていたエェコーや胃カメラなどの検査や点滴、外傷縫合などの治療は、 感染症対策と同じ部屋

で時間調整が図られ、 物療の一部は中止されました。 また、 狭い空間での待合や移動は大変

不安で、これらの早期改善を強く望むものです。 
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波佐診療所は、無医村の時代に地域住民の懇願により、昭和33年に国民健康保険直営診療所

として開所され、今日まで、地域住民はもとより金城地域住民の医療拠点として重要な役割を

担っています。 

また、平成 11 年に開所された「波佐さんあいホーム」は、地域の高齢者が健康で活力に満

ちた暮らしができるよう整備されたものですが、現在は浜田市金城高齢者生活福祉センターに

機能が集約され、遊休施設となっています。 この活用については、地域においても色々と検討

してきたところですが、現診療所に比べて面積は広く、感染症対策で重要とされる動線も確保

でき、 また、 バリアフリーで誰もが利用しやすい施設で、波佐·小国地域の在宅介護を担うへ

へルパーや訪問看護師、ケアマネージャー等が利用する部屋も確保できる、 在宅介護の促進に

も大変期待できる施設です。「波佐さんあいホーム」は、 現状の医療介護の環境改善に適した

施設と考え、地域住民一同は、この活用を心から願うものであります。浜田市議会におかれて

は、実情をご賢察いただき何とぞご理解を賜りたく、地域住民の署名を添えて請願要望いたし

ます。 

 



資料 1-4 

 3 / 3 

令和3年 3月浜田市議会定例会議   

請 願 文 書 表(案) 
 

受理

番号 
件   名 請 願 者 紹介議員 

受理 

年月日 

20 

最低賃金の改善と中小
企業支援の拡充を求め
る意見書の提出につい
て 

島根県労働組合総連合 

議長 村上 一 
西村 健 R3.2.12 

付託委員会 審査経過（委員会） 審査経過（本会議） 
結果 

年月日 

産業建設委員会    

1  請願の要旨 

厳しい日本経済にコロナ禍が追い討ちをかけ深刻な危機に直面しています。 

コロナ禍でライフラインを守る労働者の多くが、最低賃金近傍の低賃金で働いています。 急

激な経済停滞により失業や労働時間削減に追い込まれているのが、 パート・派遣・契約・アル

バイトなど非正規雇用やフリーランスで働く労働者です。また、最低賃金が低い C・Dランクの

地域ほど、中小零細企業が多く経済的ダメージはより深刻です。つまり、コロナ禍に真っ先に

生活破綻に陥ｗった人は、最低賃金近傍で働く労働者です。 

2008 年のリーマンショックのとき、世界各国は賃金の引き上げを含む内需拡大で、経済危機

を克服してきました。しかし、日本は、派遣切りや不安定雇用の拡大、賃金の抑制で企業利益

の拡大をすすめました。その結果、国民の格差と貧困化が大きく広がりました。 

コロナ禍を克服し、日本経済の回復をすすめるためには、GDPの 6割を占める国民の消費購

買力を高める必要があります。そのためには、最低賃金の改善による賃金の底上げが必要です。 

日本の最低賃金は、都道府県ごとに4つのランクに分けられ、地域別最低賃金の2020 年の改

定では、最も高い東京は時給1,013円、本島根県は792円、最低の7県は 792円です。これで

は毎日8時間働いても月11万～14万円の手取りにしかならず、個人が自立して生活すること

すら困難です。しかも、地域間格差が時間額で221円もあり地方から労働力が都市部へ流出し、

地方の人口減少を加速させ、高齢化と地域経済の疲弊を招いています。最低賃金を全国一律に

是正することと抜本的に引上げることは、貧困をなくす点では福祉政策であり、地域経済を守

るための経済対策です。 

全国労働組合総連合が行っている最低生計費試算調査によれば、健康で文化的な生活をする

上で必要な最低生計費に、地域による大きな格差は認められません。また、若者が自立した生

活をするうえで必要な最低生計費は、月に22万円～24万円(税込み)の収入が必要との結果で

す。月150時間の労働時間で換算すると時給1500 円前後が必要です。 

最低賃金を引き上げるためには、中小・零細企業支援が必要です。政府による助成や融資、

仕事起こしや単価改善につながる施策の拡充と大胆な財政出動が必要です。下請け企業への単

価削減・賃下げが押しつけられないように公正取引ルールが実施される指導が必要です。労働

者・国民の生活を底上げし購買力を上げる事で、地域の中小・零細企業の営業も改善させる地

域循環型経済の確立が可能になります。 

労働基準法は第1条で「労働条件は、労働者が人たるに値する生活を営むための必要を充た

すべきものでなければならない」としており、最低賃金法第9条は、「労働者の健康で文化的な

生活を営むことができるよう」にするとしています。最低賃金の地域間格差をなくし、抜本的

に引き上げること、中小企業支援策の拡充を実現するため、貴議会におかれましては、国に対

して別紙の意見書を提出するよう請願します。 
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令和 3 年 3 月浜田市議会定例会議の会議予定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【補足（12 月 16 日議会運営委員会協議内容）】 

1  質問時間について 

 ⑴ 会派代表質問 ※各会派 10 分短縮 

  山水海（50 分）、創風会（40 分）、未来（30 分）、 

超党はまだ及び公明クラブ（20 分） 

⑵ 個人一般質問 

 質問 20 分（最大）   答弁合わせて 50 分（最大） 

  ※原則答弁合わせて 40 分で終了 

2  委員会について 

 ⑴ 所 管 事 務 調 査  これまでと同様に実施 

 ⑵ 執行部報告事項  事前に資料を熟読し執行部説明は、補足説明のみ 

質疑はこれまでと同様に実施 

期間 日程案 会場 開始時間

2月 17日 (水) 議会運営委員会 全員協議会室 10時～

議会広報広聴委員会 第4委員会室 13時～

18日 (木)

19日 (金) 自治区制度等行財政改革推進特別委員会 全員協議会室 10時～

一般質問説明用パネル提出締切
【12時まで】

20日 (土)
21日 (日)
22日 (月)
23日 (火) 天皇誕生日

24日 (水) 1 開会　提案説明 議場 10時～

全員協議会 議場 本会議終了後

総務文教委員会 第1委員会室 全員協議会終了後

福祉環境委員会 第2委員会室 全員協議会終了後

産業建設委員会 第3委員会室 全員協議会終了後

25日 (木) 2 会派代表質問 議場 10時～

26日 (金) 3 個人一般質問 議場 10時～

27日 (土) 4
28日 (日) 5

3月 1日 (月) 6 個人一般質問 議場 10時～

2日 (火) 7 個人一般質問 議場 10時～

3日 (水) 8 議案質疑 議場 10時～

4日 (木) 9 総務文教委員会 全員協議会室 10時～

5日 (金) 10 福祉環境委員会 全員協議会室 10時～

6日 (土) 11
7日 (日) 12

8日 (月) 13 産業建設委員会 全員協議会室 10時～

9日 (火) 14 議員定数等議会改革推進特別委員会 第4委員会室 13時～

10日 (水) 15 予算決算委員会（総務文教委員会分） 議場 10時～

11日 (木) 16 予算決算委員会（福祉環境委員会分） 議場 10時～

12日 (金) 17 予算決算委員会（産業建設委員会分） 議場 10時～

13日 (土) 18
14日 (日) 19

15日 (月) 20 予算決算委員会（予備） 議場 10時～

討論通告期限【17時まで】

16日 (火) 21 休会

対抗討論通告【13時まで】

17日 (水) 22 採決 議場 10時～

全員協議会 議場 本会議終了後

議会運営委員会 全員協議会室 全員協議会終了後



期間 日程案 予算決算委員会の日程

2月 1日 (月) 議会運営委員会

2日 (火)

3日 (水)

4日 (木)

5日 (金) 全員協議会

6日 (土)

7日 (日)

8日 (月)

9日 (火)

10日 (水)

11日 (木)

会派代表質問・個人一般質問メール・FAX受付締切【11時まで】

請願・陳情・意見書・決議提出期限【17時まで】

13日 (土)

14日 (日)

15日 (月) 会派代表質問・個人一般質問締切 【11時まで】

16日 (火)

17日 (水) 議会運営委員会 議案配付・発言通告書配付

18日 (木)

19日 (金) 一般質問説明用パネル提出締切【12時まで】

20日 (土)

21日 (日)

22日 (月)

23日 (火)

開会　提案説明

全員協議会 (本会議終了後)

総務文教、福祉環境、産業建設 (全協終了後)

25日 (木) 2 本会議　会派代表質問

26日 (金) 3 本会議　個人一般質問 ※予算決算委員会　発言通告書提出締切（午後1時〆）

27日 (土) 4

28日 (日) 5

3月 1日 (月) 6 本会議　個人一般質問

2日 (火) 7 本会議　個人一般質問

3日 (水) 8 本会議　議案質疑 予算の議案質疑は提案説明を受けての骨子についての質疑とする

4日 (木) 9 総務文教委員会

5日 (金) 10 福祉環境委員会 ・通告一覧をタブレットに配信（ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝの更新はこの日まで）

6日 (土) 11

7日 (日) 12

8日 (月) 13 産業建設委員会

9日 (火) 14 休会

10日 (水) 15 予算決算委員会 総務文教委員会所管のR2年度補正予算審査・令和3年度予算審査

11日 (木) 16 予算決算委員会 福祉環境委員会所管のR2年度補正予算審査・令和3年度予算審査

12日 (金) 17 予算決算委員会 産業建設委員会所管のR2年度補正予算審査・令和3年度予算審査
（審査が早く終了した場合は採決まで行う可能性あり）

13日 (土) 18

14日 (日) 19

予算決算委員会（予備） 日程繰り下げの場合、引き続き予算審査・採決（※12日に採決まで終了した場合は休会）

討論通告期限【17時まで】

休会

対抗討論通告【13時まで】

採決 

全員協議会(本会議終了後)

議会運営委員会(全員協議会終了後)

18日 (木)

19日 (金)

17日 (水) 22

15日 (月) 20

16日 (火) 21

　令和3年3月浜田市議会定例会議日程及び予算決算委員会日程

12日 (金)

24日 (水) 1
※提案説明で予算の骨子、編成概要の説明を受ける。
※全員協議会で、所管の部長から、主に新規・主要事業、及び重点事項に関する考え方等につ
いて、事業番号を挙げて説明を受ける。（質疑は行わない。）
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令和 3年 3月定例会議 予算決算委員会の流れ 

質疑について 

 3 月定例会議における予算審査においては、令和 2 年度補正予算及び令和 3 年度当初

予算ともに事前通告制とする。発言通告書提出締切＝2月 26 日（金）午後 1時 

 通告書の提出締切後、正副委員長が審査日程、発言順を調整 

審査日程 総務文教、福祉環境、産業建設の各委員会所管の予算ごとに日程を分けて開催する。 

 

本

会

議

等 

提案説明 

(2 月 24 日) 
所管の部長が、令和 2年度補正予算及び令和 3年度当初予算の骨子、編成概要を説明。 

全員協議会 

(2 月 24 日) 

所管の部長から、主に新規・主要事業、及び重点事項に関する考え方について、事業
番号を挙げて補足説明を受ける。（＊質疑は行わない。） 
説明は、まず歳入について行い、次に歳出について会計ごとの事業番号順に行う。 
＊各委員会の所管事務調査において、予算概要説明は行わない。 

議案質疑 

(3 月 3 日) 

市長等に、令和 2年度補正予算及び令和 3年度当初予算の基本的な編成方針等につい
て問う。 

委員会付託 

(3 月 3 日) 
予算決算委員会に、令和 2年度補正予算議案・令和 3年度当初予算議案を付託する。 

 

予 

算 

決

算 

委 

員 

会 

 ※審査日程（予定） 

     ・3 月 10 日 （水）10：00～   議案審査（総務文教委員会関係（補正・当初）） 

・3月 11 日 （木）10：00～  議案審査（福祉環境委員会関係（補正・当初）） 

・3月 12 日 （金）10：00～   議案審査（産業建設委員会関係（補正・当初）） 

・3月 15 日 （月）10：00～  日程繰り下げの場合引き続き議案審査・採決 

※ 審査状況によっては、日程が繰り下がる場合、または 3月 12 日に採決まで行い、 

3 月 15 日は休会となる場合などがある。 

※ 当初予算は最初に歳入全般から審査をします。 

 

※審査の方法等 

1  執行部からの補足説明 

本会議（提案説明）及び全員協議会（所管部長による補足説明）で既に説明を受けているた  

め、再度補足が必要な場合のみ、質疑の前段で所管の部長が説明を行う。 

 

2 審査の順番 

各委員会ごとの令和2年度の補正予算審査を行い、その後に令和3年度の予算審査を一般会計、

特別会計、企業会計と発言通告のあった事業番号順に審査を行う。 

  

3 質疑の方法 

発言通告のあった事業番号ごとの一問一答方式 
・事業番号ごとの議席番号の若い順に委員長が発言を許可する。 
・回数制限はしないが、委員長判断で議事整理を行うことがある。 
・担当委員会における会計ごとに通告しなかった委員の質疑を1人につき１件のみ許可する。 

 

本 

会 

議 

委員長報告 

（3月 17 日） 

委員会での審査の経過や結果を委員長が登壇して一括報告する。 

【委員会審査結果一覧（常任委員会分を含む）をタブレットに配付】 

委員長報告に

対する質疑 
省略はしないが、原則行わないこととする。 

討 論 通告にしたがい、賛否の意見を交互に述べる。 

表 決 議長が各議案についての採決を行う。 

散 会 議長の散会宣言で終了。 

 



令和３年３月定例会議 予算決算委員会 留意事項 

   審査は、委員会所管の予算ごとに日程を分けて行います。 

    ★審査日程（現段階での予定であり、日程の繰下げ等がある場合があります） 

      3月 10日（水） 10時～  総務文教委員会関係の審査 

        3月 11日（木） 10時～  福祉環境委員会関係の審査 

       3月 12日（金） 10時～  産業建設委員会関係の審査 

       3月 15日（月） 10時～  日程繰下げの場合引き続き予算審査・採決 

         

※補正予算・一般会計当初予算・特別会計については所管委員会ごとに行います。 

 

 

令和 2 年度補正予算及び令和３年度当初予算ともに、質疑を希望する場

合は事前に発言通告書の提出が必要です。（事前通告制） 

 

    ★発言通告書（別添）に記入のうえ、事務局まで提出してください。 

       発言通告書提出〆切 ⇒ 2月 26日（金）午後 1時 

     ★審査当日の発言順は、事業番号ごとの議席番号の若い順に正副委員長 

が調整します。 

 

 

 

    質疑は事業番号ごとの一問一答方式で行います。以下の点に留意して 

ください。 

    

  

     ★質疑における留意事項 

       ① 質疑は簡素明瞭に行うこと。 

②  予算説明資料を熟読し、既に記載してある事項については質疑を控える 

  こと。(主要事業については、平成 26 年度から「新規事業等実施に伴う

説明シート」を導入し、詳しく内容が記載されるようになっています。) 

       ③ 議題の範囲を超えた質疑、賛否についての自己の意見や要望の陳述は 

控えること。 

 

        「質疑」とは 

          現に審議の対象となっている議題について、賛否または修正等の 

判断が可能となるよう、提案者に疑義や不明確な点について説明等 

を求め、質すためのもの。賛否について自己の意見や要望を述べること 

はできない。 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　NO.

記入の方法

質疑項目 番号 令和２年度補正予算 番号 令和３年度当初予算

○福祉環境委員会関係

○産業建設委員会関係

通告期限

令和　3　年　　　月　　　日

　　　　時　　　　分　　　受領

　　　　　　番　　氏名

予 算 決 算 委 員 会 質 疑 発 言 通 告 書
歳入は「科目名(款・項)と質疑要旨」を、歳出は「予算説明資料の整理番号と質疑要旨」を
記入。債務負担行為は「事項名」を、地方債は「起債の区分」を記入。

　浜田市議会議長　　川 神 　裕 司　　様

○産業建設委員会関係

特別会計
会計名‣

整理番号を
記入

企業会計
会計名‣項目
‣整理番号を

記入

一
　
般
　
会
　
計

【歳入】 【歳入】

【歳出】(整理番号と質疑要旨を記入) 【歳出】(整理番号と質疑要旨を記入)

○総務文教委員会関係 ○総務文教委員会関係

○福祉環境委員会関係

企業会計
会計名‣項目
‣整理番号を

記入

令和　3　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　氏名

2月26日（金）午後1時



　　　　　　　　　　　　　　　　　　NO.

記入の方法

質疑項目 番号 令和２年度補正予算 番号 令和３年度当初予算

P19 一般会計予算（歳入の状況）
19…繰入金（4）大幅増になる理由
22…市債（3）大幅減になる理由

85 目的と事業内容の精査の有無について

216 新規委託事業の内容と期待する効果

356 大幅減額の理由

水道

歳入は「科目名(款・項)と質疑要旨」を、歳出は「予算説明資料の整理番号と質疑要旨」
を記入。債務負担行為は「事項名」を、地方債は「起債の区分」を記入。

通告期限

令和　3　年　　　月　　　日

　　　　時　　　　分　　　受領

　　　　　　番　　氏名

予 算 決 算 委 員 会 質 疑 発 言 通 告 書

○福祉環境委員会関係

○産業建設委員会関係 ○産業建設委員会関係

特別会計
会計名‣

整理番号を
記入

一
　
般
　
会
　
計

【歳入】 【歳入】

【歳出】(整理番号と質疑要旨を記入) 【歳出】(整理番号と質疑要旨を記入)

○総務文教委員会関係 ○総務文教委員会関係

○福祉環境委員会関係

令和　3　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　氏名

　浜田市議会議長　　川 神 　裕 司　　様

企業会計
会計名‣項目
‣整理番号を

記入

・国の補助メニューなどの活用検討状況

企業会計
会計名‣項目
‣整理番号を

記入

2月26日（金）午後1時
・ 歳入、歳出、担当委員会別に記載し

てください。

・当初予算説明資料の整理番号と質問の

概要を記入してください。

・整理番号がない場合は、資料名とペー

ジ、通告内容、及び質疑の要旨について

記載してください。

事業の何について、どの数字につい

て知りたいのかを、ポイントを押さえ

て具体的に記入してください。

複数課・支所にわたる事業の時は項

目を明確に！
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予算審査の参考資料 

 

1. 予算議決権について 

 

  

地方自治法第 96 条第 1 項第 2 号において、「予算を定

めること」は議会の議決事項であり、重要な議会の権限

とされています。 

予算を伴わない行政執行はほとんどないと言えること

から、予算議決権は議会にとって、執行機関の行政執行

を拘束し、監視するために有効であり、条例制定権と並

ぶ重要な権限です。 

 

 

 

2. 一般の予算の内容について 

 

一般の予算（公営企業会計でないもの）は、次の 7 つの事項からな

っています。（自治法 215 条） 

 

 ①歳入歳出予算（自治法 216 条） 

 

 

 

 

 

 

     ★歳入歳出予算の分類 

       ⇒一番大きな区分を款（かん）とし、款の中を項（こう）に、

さらに目（もく）、節（せつ）に細分類 

          款と項は議決の対象  ＝議決科目（予算書に記載） 

          目と節は議決の対象外 ＝執行科目（附属資料に記載） 

        

②継続費（自治法 212 条） 

   

 

 

 

 

 

 

一会計年度における一切の収支の見積もり・計画。 

※歳入予算はその見積もり額を超えて収入できるが、歳出予算は見積もり額を

超えて支出することはできない。 

※歳出と歳入は原則として同額でなくてはならない。 

 

大規模な工事等で二年度年以上にわたって支出をする必要がある場合、あらか

じめその経費の総額と年割額（各年度ごとの支出限度額）を事業ごとに定めて

おくことができる。総額での契約が可能。 

 ※④の債務負担行為で同様の機能を果たせることから、実際にはほとんど利

用されていない。 
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 ③繰越明許費（自治法 213 条） 

   

 

 

 

 

 

 ④債務負担行為（自治法 214 条） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤地方債（自治法 230 条） 

   

 

 

 

 

 

⑥一時借入金（自治法 235 条の 3） 

   

 

 

 

 

 

 

⑦歳出予算の各項の経費の金額の流用（自治法 220 条 2） 

   

 

 

 

 

事情により年度内に支出が終わらない見込みのある事業について、あらかじめ

翌年度に繰り越して使う支出限度額を定めておくことができる。 

※年度途中の事情変更によるものなので、通常は補正予算で提案される。 

※必要な財源もあわせて繰り越す。 

翌年度以降の支出を伴う行為を行うため、あらかじめ債務負担の限度額を事項

ごとに期間を限定して定めておく制度。 

※将来の歳出予算に計上する義務が生ずることから、慎重な運用が必要。 

※長期継続契約（自治法 234 条の 3）は、債務負担行為の例外。歳出予算の

有無を契約の解除（変更）条件とする。 

自治体は地方債を発行できるが、あらかじめ起債の目的、限度額、起債の方法、

利率、償還方法を予算で定めておかなければならない。 

 ※地方債は歳入の不足を補うものであるため、歳入予算にも計上する。 

年度内の歳出の一時的な資金不足を補うための借入金。 

 ※歳入歳出の過不足ではないため、歳入予算には計上せず、予算でその借入

れの最高額だけを定める。 

 ※その年度の歳入をもって償還しなければならない。 

 

歳出予算の区分のうち款と項は議決科目のため相互の流用はできないが、あら

かじめ予算で定める事項に関しては例外として同一款内の各項間での流用が

認められる。 

 ※項の内訳である目、目の内訳である節は、執行科目であり、議決を要しな

いので同一項内での流用が可能 
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3. 予算に関する説明書について 

 

首長が予算を議会に提出するときには、政令（自治令 144 条）で定める

「予算に関する説明書」を併せて提出しなければならず、様式につい

ても省令（自治則 15 条の 2）で定めるものを基準とすることになっていま

す。 

   

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 浜田市議会の予算審査の流れ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長  予算書の調製及び予算に関する説明書作成 

                ↓ 

年度開始前遅くとも 20日前までに議会に提出 （自治法 211 条） 

市 長  3月定例会議初日の本会議にて予算案の提案説明を行う 

市 長  議会から予算の送付を受け、再議等の措置が不要なときは 

ただちに住民に公表 

予算に関する説明書（自治令 144 条） 

 ①歳入歳出予算事項別明細書 （歳入歳出予算の各項の内容を明らかにした

もの） 

 ②給与費明細書 

 ③継続費に関する調書        

 ④債務負担行為に関する調書 

 ⑤地方債に関する調書 

 ⑥その他予算の内容を明らかにするため必要な書類 

   

 

議 会  3 月定例会議初日の全員協議会にて部長から主要事業について

の説明を受ける（質疑は行わない） 

議 会  本会議にて議案質疑を行った後、委員会付託 

議 会  予算決算委員会にて当初予算説明資料をもとに審査を行う 

議 会   本会議にて委員長報告後、採決を行う 

↓ 

予算を議決した日から 3日以内に市長へ送付（自治法 219 条の 1） 

予算の提出権、提案

権は市長専属 
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5. 議会による予算審査 

 

予算は、直接住民の生活を左右し、その福祉のいかんを決するもの

であるため、議会はあくまでも住民全体の福祉を念頭におき、1つの施

策だけに目を向けるのではなく、広く客観的に住民全体の立場に立っ

た公平な審議を行うことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

参考図書： 「図解 よくわかる自治体予算のしくみ」 定野司著 （学陽書房） 

         「図解 地方議会改革 実践のポイント 100」 江藤俊昭著（学陽書房）            

         「議員必携」 全国町村議会議長会編 (学陽書房) 

         「議会人が知っておきたい危機管理術」 大塚康男著 （ぎょうせい）  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

予算審査の着眼点 
①基本構想、首長のマニフェスト、予算編成の基本方針との整合性がとれているか 

   ・後年度への影響も考え、長期的な観点にたって是非を判断 

 

 ②議会の決算審議、事務事業評価で指摘した事項は取り入れられているか 

 

 ③代表質問、一般質問、採択した請願、陳情は取り入れられているか 

   ・ただし、それらを取り入れたことで他の行政が犠牲になることのないよう、調

和と均衡の取れた予算となっているかに留意 

 

 ④行政改革の視点はあるか、あるいはサービス低下につながらないか 

   ・歳出歳入の時系列的変化、単独事業、補助事業の確認、新規事業、廃止事業の

動向、行政の効率化、能率化が図られているか 等に着目 

   ・最少の経費で最大の効果を挙げるよう留意されているか 

 

 ⑤人件費、物件費についての抑制策は取られているか 

 ⑥歳入に過大見積もりまたは過少見積もりはないか 

 ⑦不要不急の歳出予算が計上されていないか 

 ⑧地域的に不均衡なものはないか 

 ⑨起債が過大で将来の財政負担に不安を残すことはないか    など 

  

 



資料 2 
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令和 3 年 3 月浜田市議会定例会議 陳情付託先案について 

陳情 
番号 

件 名 
意見陳述の 

希望 

浜田市議会 
陳情書取扱 
基準該当項目 

付託先案 

(※付託の場合) 

175 
懲戒の恣意性を排除するこ

とに関する陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

176 
飲酒同乗の事実の有無の公

表を求める陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

177 
スキー事故の進展の報告を

求める陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

178 
文書管理の厳格化を求める

陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

179 

IC レコーダーに保存されて

いる音声データの取扱いの

明確化を求める陳情につい

て 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

180 

スポーツ施設の説明根拠の

明確化を求める陳情につい

て 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

181 

市の説明責任と実効性のあ

る対応を求める陳情につい

て 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

182 
SNS の積極的な活用を求め

る陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
総務文教委員会 

183 

市民に有効な凍結災害防

止対策検討を求める陳情

について 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
福祉環境委員会 

184 

豪雨時に水たまりとなる危

険箇所の整備を求める陳情

について 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

185 

新型コロナウイルスの影響

を受ける事業所への支援強

化を求める陳情について 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 
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陳情 
番号 

件 名 
意見陳述の 

希望 

浜田市議会 
陳情書取扱 
基準該当項目 

付託先案 

(※付託の場合) 

186 

雇用促進住宅の管理運営方

針の公表を求める陳情につ

いて 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

187 
海石住宅の家電製品の交換

を求める陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

188 

自殺者が出た市営住宅の契

約書の心理的瑕疵項目の記

載内容に関する陳情につい

て 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

189 

市営住宅の連帯保証人の取

扱いの是正に関する陳情に

ついて 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

190 

指定管理者選定における総

合振興計画と条例と申請者

の考え方に関する陳情につ

いて 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

191 

雇用促進住宅の指定管理者

選定なしと決定後の進め方

に関する陳情について 

あり 
・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

192 
どぶろくの提案の取扱いに

関する陳情について 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
産業建設委員会 

193 
陳情の推進に関する陳情に

ついて 
あり 

・なし 

・あり（  ） 
議会運営委員会 
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浜田市議会陳情書取扱基準 

（令和元年 12 月 18 日議会運営員会決定） 

（令和 2 年 3 月定例会議から導入） 

 

議長は、陳情書のうち、次のいずれかに該当すると認めるものについては、議会

運営委員会の意見を聴いた上で、審査を行わず、全議員にその写しを配付する取

扱いとする。この場合において、議長は、その旨を陳情者に通知するものとする。 

 

⑴ 法令等又は公序良俗に反する行為を求めるもの 

⑵ 特定の個人の私生活についての秘密が明らかとなるおそれがあるもの 

⑶ 特定の個人、団体等の名誉を毀損し、又は信用を失墜させるおそれがある

もの 

⑷ 係属中の訴訟又は捜査中の犯罪事件に関するもの 

⑸ 市の職員に対する懲戒、分限等の処分を求めるもの 

⑹ 市の事務に関係しない事項についての行為を求めるもの 

⑺ 私人間で解決すべきもの 

⑻ 趣旨、願意等が不明確で判然としないもの 

⑼ 採択、不採択等の議決等のあった請願又は陳情と同一の趣旨のもので、そ

の後の状況に特段の変化がないもの 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、審査を行うことが適当でないもの 

 








































































































































































